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1-1.電気工事士制度について

 電気工事の欠陥による災害の発生の防止に寄与することを目的に、電気工事士以外
の者による電気工事の作業を禁止。

 電気工事士法では、電気設備の規模により、電気工事を行える者の資格を規定。

第１種電気工事士 第２種電気工事士

作業可能な工事 ・中小ビルや工場等の電気工事
・第２種で可能な電気工事

・住宅や小規模店舗等の電気工事

資格保有者数 約50万人 約200万人

実務従事者数（推計） 約20万人 約12万人

資格要件 第１種試験の合格※１＋実務経験※２

※１ 年１回の筆記試験及び技能試験
技能試験は必要な技能を確認するた
め、時間内に課題作品を制作

※２ 大学又は高専の電気工学科を卒業し
た者は３年以上、それ以外は５年以上

第２種試験の合格

年間の試験申込者数 約５万人（合格率 約35％） 約15万人（合格率 約40％）

定期講習の受講義務 資格取得後５年ごとに受講義務 受講義務なし
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1-2.電気工事業界の現状

＜電気工事業界の認知度について＞

 電気工事業界に対する認知度は十分ではなく、その結果、電気工事業界への入職率
も低くなっている状況。

＜電気工事業界への入職状況＞

※経済産業大臣により所定の単位を取得した卒業生への第2種電気工事士免状発行を許可
する施設として指定された教育機関

出所：経済産業省 「電気施設等の保安規制の合理化検討に係る調査」(平成29年度委託調査)
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１-3．電気工事人材をめぐる主な課題

 電気工事業界に対する認知度は十分ではなく、新卒学生の入職率も低い状況を踏まえ、認知度
の向上や入職拡大など電気工事人材の確保に向けた取組の強化（女性活躍の推進や外国人
材の受入れ等）が必要。

 第一種電気工事士の資格取得に必要な実務経験年数（5年）については、実務経験を重ねる
途中で離職する者も増加している状況等を踏まえ、実務経験年数のあり方の検討が必要。

＜電気工事士の人材需給見通し＞

＜調査事業で得られた電気工事士の人材不足の原因と対策の方向性＞

出典：経済産業省 「電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業」(平成29年度委託調査)
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2-1．台風15号における電気工事に関する課題

 台風15号では、東京電力PGによる高圧線の停電復旧作業が終了したにもかかわらず、低圧線
から各住宅への引込線が故障していたため、各住宅の停電が解消されない事象が発生。

 そのため、東京電力PGより引込線の改修工事を、（事前に請負契約を締結していた）電気工
事店へ引込線の改修工事を依頼したところ、特に初期段階においては、引込線の改修工事の手
配等が輻輳した事象が発生。

 原因としては、非常時における電気工事店に対する協力依頼の具体的な内容や方法等の取り
決めが十分でなく、円滑な運用ができなかったため。

※引込線取付点が保安責任・財産
の分界点となります

出所： 東京電力パワーグリッド株式会社 HP

＜引込線（保安責任・財産の分界点）のイメージ ＞



①電力会社と電気工事店との請負工事契約体系

 災害等の非常時に迅速な復旧を図るため、各電力会社においては、大手電工や電気工事店等と
非常時の契約を締結し、これに基づき災害復旧を実施。

 非常時の契約は、一定の条件※を満たす電気工事店と、一括若しくは個別による契約を締結。

※工事の規模や技能・スキルに加え、工事の品質や安全管理等

電力会社（契約体系は電力会社ごとに多少の差はある）

大手電工※1 中小電工
地
域
電
気
工
組

直
営

直
営

電
気
工
事
店
へ

委
託

電
気
工
事
店
へ

委
託

電気工事店

一括 一括 一括 個別
高圧線（6600V）

低圧線（100/200V）

引込線（100/200V）

電力量計

需要家設備調査

工事規模・難易度【高】

工事規模・難易度【低】
※１ ：関電工、きんでん等

＜各電力会社と電気工事店との請負工事契約体系および工事発注対象イメージ＞

２－２．明らかとなった課題への対応の方向性
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 台風15号における東京電力PGの対応を踏まえ、電力会社と電気工事会社の協力内容や方法
の明確化を図るとともに、災害を想定した訓練や情報の共有等を図っていくことが重要。

 特に、災害時には、多くの工事力を円滑かつ迅速に確保する必要があるため、電力会社は、地域
の電気工事組合等と災害時の協力に向けた協定・契約等の適切な方策について対応を行ってい
くことが必要。

②災害時の円滑・迅速な工事力確保について

○工事請負契約書抜粋
発注者（東電）は発注者の設備が台風・雪害・洪水・地震・塩害・雷害その他非常災害により被害を受ける恐れがあり，または，被害を受けた場合，

必要に応じて災害の予防または復旧の準備または工事を工事店に要請できるものとし，受注者（電気工事店）は発注者からの要請があった場合，可能な
限り応じることとする。

○非常時の連絡体制確立（事前連絡）

協力要請の事前連絡
・連絡窓口再確認
・協力要請の事前連絡

○緊急時への備え
（公社）全関東電気工事協会では、緊急時
に必要となる技術維持を目的に、毎年、技術競
技大会を主催（東京電力が協賛）

・的確な施工 ・安全意識向上

公社・

<東京電力PGにおける非常災害時の電気工事店活用体系>

２－２．明らかとなった課題への対応の方向性

8



 各電力会社においては、災害時に備え、地域の電気工事組合や個別の電気工事店と
引込線工事や需要家の設備調査等に関する契約や協定を締結。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄

引
込
線
工
事

会社数 約1400 約800 約2500 約1800 71※２ 20※２ 約2400 640 約1800 3※２

非常時
契約・協定有無

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

地域工組等
との契約有無

○ ○ ― ○ ○ ― ○ ○ ○ ―

契約体系 一括 一括/個 個別 一括 一括 個別 一括 一括 一括 個別

活用
実績

有 有 有 有 有 有 有 有 有 有

需
要
家
設
備
調
査

会社数 約1400 2 13 約3000 116 約5600 約2400 5 約3800 70

非常時
契約・協定有無

有 有 有 有 有 有 有 有 有 有

地域工組等
との契約有無

○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

契約体系 一括 一括 一括/個 一括 一括 一括 一括 一括 一括/個 一括

活用
実績

有 有 無 有 有 有 有 有 有 有

※１ 大手（関電工、きんでん等）以外の電気会社
※２ 中小規模の電気工事店

<電力会社と電気工事店※１との非常時の契約形態及び活用実績>

（参考）電力会社と電気工事店との非常時に備えた契約形態について
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